








































違反を問われた事例がある（東京高判令和元・8・21、金判 1579 号 18 頁）。
　本件の概要はつぎの通りである。Ｘ社（原告、被控訴人）は昭和 32 年設立の印刷業を営む
株式会社であり、資本金は 9,600 万円、取締役会設置会社であり監査役を設置する会社であ
る。Ｘ社の定款には、当該監査役の監査範囲を会計監査に限定する（会社法 389 条 1 項）旨
の定めはなかったが、平成 17 年商法改正前、Ｘ社は監査特例法による小会社にあたり（改正
前監査特例法 1条の 2第 2 項）、会社法施行時の整備法により監査役の監査範囲を会計監査に
限定するものとみなされる。Ｙは、昭和 42 年から平成 24 年までＸ社の監査役であり、監査
役就任当時から公認会計士及び税理士の資格を有していた。
　Ｘ社の経理業務担当の従業員Ａは、平成 18 年から平成 28 年までの間、会社の預金を個人























































社法 389 条 2 項）。この会計監査とは、公認会計士法 2条 1項に規定する監査のほか、計算関
係書類に表示された情報と計算関係書類に表示すべき情報との合致の程度を確かめ、かつ、





385 条）を有せず、③取締役への報告義務（会社法 382 条）、④取締役会への出席義務（会社
法 383 条）、⑤株主総会に対する報告義務（会社法 384 条）を負わない。また、会社と取締役
との間の訴えにおける会社の代表（会社法 386 条）もしない。もっとも、①の事業報告請求
権は有しないが、会計に関する報告を請求する権利（会社法 389 条 5 項）は有する。監査役
の権利は、必要に応じて行使しなければならないため、権利ではあるが、義務でもある。ま
た、⑤の株主総会に対する報告義務についても、会計に関するものの報告義務を負う（会社




会社に生じた損害を賠償する責任を負っている（会社法 423 条 1 項）。また、監査役が職務を
行うについて悪意または重大な過失があったときは、これにより第三者に生じた損害を賠償
する責任を負っており（会社法 429 条 1 項）、監査報告に記載しまたは記録すべき重要な事項
について、監査役が虚偽の記載または記録を行ったときは、当該行為をすることについて注


































②名古屋高判平成 23 年 8 月 26 日 3
　本事案は、外国為替証拠金取引を業として行うＡ社の関連会社Ｂ社と匿名組合契約を締結
して多額の金銭を預け入れて損害を被った顧客が、Ａ社監査役Ｙ1 及びＢ社監査役Ｙ2（旧有限




































成しなければならない（会社法 435 条 1 項及び 2項）。この計算書類は、会計帳簿から資産・
負債・純資産・収益・費用を誘導して作成されるが、会社は適時にこの会計帳簿を作成しな
ければならない（会社法 432 条 1 項）。
　取締役会設置会社では、これらの計算書類、事業報告、これらの附属明細書は、取締役会
の承認を受けなければならない（会社法 436 条 3 項）。また、会計監査人設置会社において計
算書類が法令及び定款に従い株式会社の財産及び損益の状況を正しく表示しているものとし
て会社計算規則 135 条で定める要件に該当し株主総会にて報告する場合を除き、取締役は定


























務懈怠責任（会社法 423 条 1 項）、その会計方針の選択が悪意または重過失により誤っており
第三者に損害を与えた場合には対第三者責任（会社法 429 条 1 項）を負う可能性が生じる。
また、会計方針の選択を誤り、計算書類が虚偽となった場合にも対第三者責任が生じると解











































































































































1　昭和 25 年改正により監査役の権限は会計監査に限定されたものの、昭和 49 年改正により監査役に業務監
査権限が復活した。しかし、会社法制定前の監査特例法は小会社の監査役の権限を会計監査に限定してい
た（監特 1条の 2第 2 項）。会社法施行時にこの小会社であった会社の定款には、監査役の権限を会計監
査に限定する旨の定めがあるとみなされる（会社法整備法 53 条）。
2　判時 1466 号 146 頁、金法 1365 号 43 頁。








取締役に対して賠償請求をすることができた（会社法 386 条 1 項）。
10　東京地判平成 19 年 5 月 23 日、判時 1985 号 79 頁、金判 1275 号 48 頁。
